
 

１．件名：「日本原燃(株)再処理施設の設工認申請に係る面談」 

 

２．日時：令和２年９月１７日（木）１３時１５分～１５時４０分 

 

３．場所：原子力規制庁 １０階会議室（一部 TV 会議により実施） 

 

４．出席者 

原子力規制庁 

原子力規制部 

核燃料施設審査部門 

（原子力規制部新基準適合性審査チーム） 

古作企画調査官、中川上席安全審査官、上出安全審査官、河本安全審

査官 

日本原燃(株) 

大久保 理事 再処理事業部副事業部長 他１３名 

東京電力(株) サイクル技術グループマネージャー 他１名 

関西電力(株) 原子燃料部長 他１名 

四国電力(株) サイクル技術グループ担当 

東北電力(株) 原子力部副長 

電源開発(株) 原子燃料室上席課長 

 

５．要旨 

（１）日本原燃株式会社（以下「日本原燃」という。）から、新規制基準に係

る再処理施設の今後の設計及び工事の計画の認可申請（以下「設工認

申請」という。）に関し、令和２年９月１４日の審査会合（※）を踏ま

えて、当日提出資料に基づき、申請書記載事項の整理状況等について

説明があった。 

 

（２）原子力規制庁から、主に以下の点を伝えた。 

①設工認申請に向けた対応スケジュールについて 

・「類型化」、「申請計画」及び「作成要領」それぞれの作業項目の関連

性を考慮して改めて提示すること。 

・取りまとめ責任者だけでなく、資料作成者等の記載欄を設け、各作業

の体制の全体像を明確にすること。 

②設備リストについて 

・設計図書からの設備機器等の抽出について、設工認申請の対象機器に

漏れがないよう、作成要領での基本的考え方の説明と設備リストの更

新作業との関係性を整理すること。 



・許可申請書の本文の構成に合わせ、建屋は各施設の冒頭で整理するこ

と。 

③機種選定の考え方について 

・冷却塔や電気計装設備など複数の機器や機能を有する設備の扱いも

考慮した上で、機種選定の分類の考え方を整理すること。 

・安全上重要な施設に該当しない施設の扱いについて、設工認申請にお

ける記載方針を説明すること。 

④送排風機及び搬送設備の類型化について 

・制御室及び緊急時対策所の居住性における送排風機の機能のように、

同種の評価である場合には、それらの紐付けを明確にすること。 

 

（３）日本原燃から、本日の面談を踏まえて対応する旨の発言があった。 

 

６．その他 

提出資料 

「申請対象設備の類型化について」 

「設工認申請に向けた対応スケジュール」 

「設工認申請に係る作業プロセス及び体制について」 

 

※ 令和２年９月１４日の審査会合 

「第３７２回核燃料施設等の新規制基準適合性に係る審査会合」 

 


